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三宅島漁業協同組合及び小笠原島漁業協同組合 

 

第１ 監 査 の 目 的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付等の財政

援助を行っている団体に対して、財政援助に係る事業が、その目的に沿って適正に執行されてい

るか、監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

 （１）事 業 の 概 要 

三宅島漁業協同組合（設立：昭和４５年１２月）及び小笠原島漁業協同組合（設立：昭和４

３年１０月）（以下、「組合」という。）は、水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）

に基づき、組合員の経済的社会的地位の向上と漁業の生産力の増進を図ることを目的として、

主として次の事業を行っている。 

   ア 組合員の事業又は生活に必要な資金の貸付 

   イ 組合員の事業又は生活に必要な共同利用に関する施設の設置 

   ウ  組合員の漁獲物その他生産物の運搬、加工、保管又は販売 

 （２）都 と の 関 係 

   ア 三宅島漁業協同組合 

都は、「東京都漁業近代化資金利子補給規則」（昭和４２年東京都規則第１１８号）に基

づき、組合と漁業近代化資金利子補給契約を締結し、利子補給として、表１のとおり、平成

１７年度１５万余円、平成１８年度９万余円を交付している。 

   イ 小笠原島漁業協同組合 

都は、組合が行う事業に対し、表２のとおり、補助金を交付している。 
 

（表１）補助金の交付状況等                       （単位：円） 

組 合 名 事 業 名 年 度
(平成) 対 象 経 費 補 助 金 額 対象事業等の内容

1８ ４，４０７，３９５ ９９，７６４ 
三宅島漁業
協 同 組 合 

漁業近代化資金 
利  子  補  給 

1７ ６，８２４，８１８ １５７，２４３ 

漁船建造等資金 

漁業対策特別資

金 
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   （表２）補助金の交付状況等                       （単位：千円） 
補 助 金 額 

組 合 名 事  業  名 
平成１７年度 平成１８年度 

対象事業等の内容 

硫黄島関連漁業

対策事業費補助金
２４，７１８ ２０，８２８

生簀外網、サメ除け用外

網設置等に対する補助

（補助率10／10） 
小笠原漁業振興

開発事業費補助金
０ ２５，３８０

漁具倉庫設置に対する

補助（補助率10／10） 

 

小 笠 原 島 

漁業協同組合 

 沖ノ鳥島漁業操

業支援対策事業費

補助金 

８６，７８６ ６０，５８４

用船によるカツオ･マグ

ロ漁業の操業支援補助 
（補助率10／10） 

 

 

 ２ 組   織 

 （１）三宅島漁業協同組合 

組合は、事務所を三宅村阿古６８０に置き、役員１０名（代表理事組合長１名、副組合長１

名、専務理事１名、理事４名、監事３名）（うち非常勤９名）及び職員６名で構成されている。 

 （２）小笠原島漁業協同組合 

組合は、事務所を小笠原村父島字奥村に置き、役員８名（代表理事組合長１名、副組合長１

名、理事４名、監事２名）（全員非常勤）及び職員１１名で構成されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監 査 の 範 囲 

   平成１７年度及び平成１８年度の補助事業について実施した。 

なお、三宅島漁業協同組合は、補助金を交付している産業労働局において書面監査を実施した。 

 ２ 実地監査期間 

 （１）産業労働局 

   平成１９年４月１０日及び同年６月８日 

 （２）小笠原島漁業協同組合 

    平成１９年４月２５日 

 

第４ 監 査 の 結 果 

 １ 事業実績について 

事業は補助目的に沿って適正に執行されているものと認められる。 
 


